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1. はじめに 
近年，損傷した鋼部材に対する当て板工法として，鋼板やFRPを用いた当て板接着工法が適用されている1)．当て板接着によ

る工法は，当て板を接着剤により貼り付けるだけであり，母材へボルト孔等を設けないため，部材への応力集中やそれに伴う

断面欠損が生じないといった利点がある．しかし，接着剤を用いた当て板補修の問題点として，断面が急激に変化する当て板

端部の接着剤に高いせん断応力と垂直応力が生じることにより，当て板がはく離することが報告されている2)．種々の断面力

を受ける接着接合の接着剤に生じるせん断応力や垂直応力の理論的解法に関する研究が行われており，その解の妥当性が報告

されている．本研究では，これまでに理論解析が行われていない，軸力を受ける主板の両面に厚さなどの条件が両者で異なる

当て板が接着された場合に対して，接着剤に生じる応力の導出を試みる． 

2. 上下非対称当て板両面接着鋼板の理論解析 
2.1 接着剤に生じるせん断応力と垂直応力の理論解 

上下非対称当て板両面接着接合の理論解析モデルを図 1 に示す．本研究では接着端部の部材に断面力を与え，

接着区間では外力を作用させていない．主板が軸力を受ける条件としているため，当て板端の主板にはせん断力

が生じない(Q=0)．また，接着剤は主板および当て板と比べて剛性が低いため，断面力を受け持たないと仮定する．

当て板（上側部材，下側部材）と母材間の接着剤に生じるそれぞれのせん断応力 τu(x)，τl(x)および，垂直応力 σyu(x)，
σyl(x)は図 1 に示す微小区間の力のつり合いと，応力と変位の関係より次式で与える． 
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ここに，b は接着幅(部材の幅)，uuu (x)，uul (x)は当て板（上側部材）と主板間の接着剤のそれぞれ上下面の

水平方向変位，ulu (x)，ull (x)は当て板（下側部材）と主板間の接着剤のそれぞれ上下面の水平方向変位，vuu (x)，
vul (x)は当て板（上側部材）と主板間の接着剤のそれぞれ上下面の鉛直方向変位，vlu (x)，vll (x)は当て板（下側

部材）と主板間の接着剤のそれぞれ上下面の鉛直方

向変位，Eeu，Eelは当て板（上側部材，下側部材）と

主板間のそれぞれの接着剤の弾性係数，Geu，Gelは当

て板（上側部材，下側部材）と主板間のそれぞれの

接着剤のせん断弾性係数，hu，hlは当て板（上側部材，

下側部材）と主板間のそれぞれの接着剤厚さである． 
主板に接着される上下の当て板の厚さなどの条件

がそれぞれ異なる場合に既往の研究と同様に理論解

析を行うと，軸力，せん断力に関してそれぞれ 4 階

と 8 階の微分方程式を解くこととなり，理論解が煩

雑となる．そこで，本研究では，図 2 に示すように，

当て板（上側部材）に関する理論解析を行う際には，

主板と当て板（下側部材）を合成断面として扱い，

当て板（下側部材）に関する理論解析を行う際には，

主板と当て板（上側部材）を合成断面として扱うこ

とで，簡易的に理論解の導出を行った． 
式(1)，(3)または，式(2)，(4)からそれぞれの当て板

の軸力 Nu(x)，Nl(x)およびせん断力 Vu(x)，Vl(x)に関す

る 2 階および 4 階の微分方程式を導出することがで

きる．主板と当て板（下側部材）を合成断面（以下，

合成断面と呼ぶ．）として，当て板（上側部材）に関

して解く場合を代表すると，微分方程式の一般解は

次式で与えられる． 
 

図1 上下非対称当て板両面接着接合の理論解析モデル 
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Iu，Ivは当て板（上側部材）および合成断面の断面二次モーメント，ts，tu，tlは主板および当て板（上側部材

および下側部材）の厚さ，Au，Avは当て板（上側部材）および合成断面の断面積，a1は当て板（上側部材）お

よび合成断面の図心間距離で，a2 は当て板（上側部材）および主板の図心間距離である．未定係数 B1，B2，

C1～C4は，図 2 に示す接着端部の断面力(B1，B2に対しては Nu(±l/2)=0, C1～C4に対しては Vu(±l/2)=0, Mu(±
l/2)=0)を境界条件として与えることにより求められる．軸力 Nu(x)，せん断力 Vu(x)を式(1)，(3)にそれぞれ代入

することにより，接着剤に生じるせん断応力 τu(x)，垂直応力 σyu(x)が求められる． 
2.2. 理論解とFEM解析結果の比較 

2.1 節で導出した理論解と汎用の有限要素解析プログラム MARC を用いた解析結果を比較する．比較に用いるモデル

の寸法と材料定数を表 1 に示す．応力分布は接着中央(x=0)に対して対称な応力分布となるため，接着中央から片側の応

力分布を示している．縦軸は作用引張応力snで，横軸は接着半長さ(l/2)で正規化している．接着剤に生じるせん断応力と

垂直応力の分布が理論解とFEM解で同様な傾向を示しているが，せん断応力分布に若干のずれがみられた．これは，当

て板と母材を合成断面としたことや曲率を一定と仮定したことが一因であると考えられる．これらの誤差に対しては，数

値解析を行うことで厳密に値を算出できると考えられる． 

3. 結論 
1) 一定条件のもと理論解析を行い簡易的に接着剤に生じる応力を求める方法を示した． 
2) 接着剤の応力分布は理論解とFEM解析結果で同様な傾向がみられたが，せん断応力分布に誤差がみられた． 
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(a)当て板（上側部材）理論解析時のモデル（微小区間） 

(b)当て板（下側部材）理論解析時のモデル（微小区間） 

図2 主板と当て板を合成断面として扱う際の 

上下非対称当て板両面接着接合の理論解析モデル 
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図3 理論解とFEM解析結果の比較 
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表1 解析モデルの寸法と材料定数 

解析 
モデル 

幅 
[mm] 

主板と当て板 接着剤 

弾性係数 
[kN/mm2] 

ポアソ

ン比 
主板厚

[mm] 
当て板厚[mm] 弾性係数 

[kN/mm2]
ポアソ

ン比 
接着厚さ 

[mm] 
接着長さ 

[mm] 上側 下側 
50 200 0.3 12.0 4.0 8.0 2.0 0.35 0.6 200 
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